
宮崎県　椎葉村
経営比較分析表（令和3年度決算）

分析欄
業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください） １．経営の状況について

法非適用 電気事業 非設置 該当数値なし 電気事業により生じた利益は、将来の施設更新や緊急的な建設改良措置費に充てるための間柏原発電所基金に積み立てることを基本としてい
る。今後も事業運営に必要な財源を確保しつつ、また住民の福祉の向上に直接的に寄与できる施策を模索することに努めていくこととしてい
る。
基金への積立
　名称：間柏原発電所建設改良積立金　・・・　28,550千円
  （大規模改修、オーバーホール時の費用として）
　名称：間柏原発電所基金・・・19,839千円
　名称：間柏原発電所積立金・・・8,711千円
　（発電所運営時の突発的事項への対応費用、災害や本村振興等の費用として）

経営の健全性・効率性については、全般的に概ね良好な数値を示している。
　令和３年度の収益的収支比率・営業収支比率・ＥＢＩＴＤＡについては、全
国平均を上回っており、営業収支比率は、災害対策・会計システム導入等の営
業外費用の支出が多くなったことにより、比率が前年より9.8％減少した。次年
度以降は、突発的な費用等が発生しなければ、令和元年度以前の推移に改善す
ることが予測できる。
収益的収支比率・ＥＢＩＴＤＡについては、安定した発電稼働期間を確保する
ことができ、売電収入が増加したことから前年より比率が上昇した。
　高水準の主な要因としては、ＦＩＴ移行と発電施設の更新によるものである
が、安全で安定した電力供給を維持するため、保守業者と密な連携体制を確立
できていることが実務的な見解である。
　本村では、引き続き現行体制を維持していくこととしている。
　ＥＢＩＴＤＡについて、高水準にある主な要因は前述したものと同様である
が、これは現行の維持体制の成果が経営状況に十分反映されている証拠である
と言える。
　平成２６年度の発電所更新工事により、良好となった発電効率を今後も維持
し、指標値の向上と経営の更なる効率化に努めていきたい。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

- 　椎葉村間柏原発電所 令和17年6月28日　椎葉村間柏原発電所 無

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

1 - - -

その他発電所数 料金契約終了年月日 ＦＩＴ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

九州電力株式会社　日向営業所 -

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

年間発電電力量（MWh） H29 H30 R01 R02

ごみ発電 - - - - -

R03

水力発電 4,134 4,465 4,521 3,496 4,008

太陽光発電 - - - - -

風力発電 - - - - -

ＦＩＴ以外 ＦＩＴ 合計

年間電灯電力量収入（千円） - 116,080 116,080

合計 4,134 4,465 4,521 3,496 4,008

１．経　営　の　状　況

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 H30 R01 R02 R03R02 R03 H29
■当該値 213.2 189.4 219.9 149.5 164.3

H29 H30 R01R03 H29 H30 R01 R02 R03
100,448 58,782 70,853■当該値 14,676.6 16,524.7 14,313.6 21,318.4 19,398.5

■平均値 121.3 123.2 134.7 141.8 138.2
■当該値 93,341 89,736■当該値 - - - - -■当該値 399.7 365.9 439.4 268.3 258.5

■平均値 - - - - -■平均値 247.9 240.1 253.6 238.0 227.5 ■平均値 32,739 34,140 33,434 36,820 35,532■平均値 19,199.0 19,863.5 19,066.3 18,998.7 17,544.5

２．経営のリスクについて

経営のリスクについては、全体的に概ね健全な数値を示している。
　当事業では、突発性の高い小規模な修繕に備えるだけでなく、定期的な点検
等で生じる中規模工事、あるいは予測できない災害等での大規模工事に備えて
いく必要があるため、発電所基金積立を実施し、内部資金を確保することで適
正な対応を講じることができるよう、現段階からリスクマネジメントを行って
いる。
　また、経常的な支出面では大きく変化していないため、総括的な見解として
は当事業における経営のリスクは最小であると言える。
　しかしながら、自然環境の変化による大規模災害における対策が不十分な点
があるため、十分な対策を実施する必要がある。
　収入面からみる経営リスクの分析では、当事業における現行の事業収入内訳
はＦＩＴによる収入割合が１００％を維持し、健全な事業運営が確保されてい
るが、適用期間終了後の事業のあり方については、現時点で方針は定まってい
ないため、令和３年度に策定した経営戦略や財産投資計画に基づいて、更新投
資等に充てる財源確保、費用削減に向けた取り組みを検討する。
　今後、第５次エネルギー基本計画に沿った情勢の変化や、非化石市場の動向
等、様々な可能性を模索し、ＦＩＴ終了による電力料収入の変動リスクも視野
に入れたマネジメントを計画、実施していく必要がある。
　本村を含む九州管内小水力発電所協議会の中で、より効果的な売電交渉を進
めていくための具体的な方策を検討し、安定した売電収入の確保に努めてい
く。

　企業債残高対料金収入比率については、初期投資に要する経費において企業
債を活用せず、本村の一般会計から長期借入を行い、電力料収入で償還してい
るため、企業債残高対料金収入比率が算出されない。

　今後とも安全で安定した電力供給を維持していく上で、計画的に施設更新を
実施するとともに、自然災等における被害の極小化に向けたリスクマネジメン
トを検討し、円滑な事業運営に努めていく。

●施設全体 ●発電型式別

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30H29 H30 R01 R02 R03 H29

２．経　営　の　リ　ス　ク

53.2 61.0 ■当該値 -
R02 R03

■当該値 62.9 68.0 68.6 53.2 61.0 ■当該値 62.9
R01 R02 R03 H29 H30 R01H30 R01 R02 R03

- - - -
■平均値 32.7 32.6 31.3 31.8 31.6

- - - - ■当該値 -- - - - ■当該値 -68.0 68.6
■平均値 - - - - -■平均値 57.7 57.6 60.4 54.1 58.1 ■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -

H30 R01H30 R01 R02 R03 H29 H30H29 H30 R01 R02 R03 H29
0.0 ■当該値 - -

R03
■当該値 0.0 0.0 25.0 1.4 0.0 ■当該値 0.0 0.0

R02 R03 H29 H30 R01 R02R01 R02 R03 H29
- - -

■平均値 5.3 7.3 5.4 6.4 5.0 ■平均値

- - - ■当該値 - -- - - ■当該値 - -25.0 1.4
- - - -

H29 H30 R01 R02 R03

- - - - - ■平均値- - - - - ■平均値5.4 8.7 14.9

H29 H30H29 H30 R01 R02 R03 H29

-16.2 5.6 ■平均値

0.0 0.0 ■当該値 -
R02 R03

■当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ■当該値 0.0
R01 R02 R03 H29 H30 R01H30 R01 R02 R03

- - - -
■平均値 159.8 160.4 175.4 166.4 201.7

- - - - ■当該値 -- - - - ■当該値 -0.0 0.0
■平均値 - - - - -■平均値 394.9 375.0 314.5 339.9 303.6 ■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -

全体総括
H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30 R01 R02 H30 R01 R02 R03 令和３年度における全体の各数値については、前年度と比較しても高水準で移

行しており、全国平均値からみても良好な値を示している。
　また、事業収益及び経営リスクにおいても、具体的な損失等に繋がることな
く、順調な経営管理ができていると言える。
　しかし、ＦＩＴ収入のみであることから、適用期間終了後の経営において、
同水準以上の良好な状態を維持していくことができる環境を、現段階から組み
立てておく必要があると考える。
　また、熊本地震や大寒波等の、異常気象や自然災害が多発している現在にお
いて、今後も同様の災害が起こりえる状況が想定される中で、安全で安定した
事業運営が維持できるリスクマネジメントを講じる必要がある。
　現状に満足することなく、先を見通した取組を実施するとともに、具体的な
経営戦略を策定し、より効果的な発電事業となるよう努めていく。

R03 H29
■当該値 - - - -

- ■平均値

- - -
H29 H30 R01 R02R03 H29 H30 R01 R02 R03

- -- ■当該値 - - - -- -
■平均値 - - - - - ■平均値 - -

- ■当該値 - - - -- ■当該値 - -
- -

■当該値 -
-

H29 H30 R01 R02 R03 H29 H30

- - - ■平均値 - -- - - ■平均値 - -- - - -

R01 R02 R03 H29 H30 R01
- - -

R03 H29 H30 R01 R02
■当該値 - - -100.0

R03R02 R03 H29 H30 R01 R02
■当該値 -- - -■当該値 100.0 - - -

98.9■平均値 86.6 83.4 82.5 83.2 87.9
100.0 100.0 100.0■当該値 100.0 100.0 ■当該値 - -100.0 100.0 100.0

※ 平成29年度から令和3年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、FIT収入割合については、令和3年度の団体数を基に平均値を算出しています。

■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -■平均値 - - - - -■平均値 92.0 94.7 96.0 97.1

目標値
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○ 水力発電 ○ ごみ発電 ○ 風力発電 ○ 太陽光発電
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